
 少しずつ寒さも和らぎ、まもなく春の到来となります。 

花粉症の方には辛い季節となりますが、体調管理には

気をつけたいですね。第61号では、平成27年度税制改正

大綱から、個人課税の改正案を中心に取り上げました。

内容に関するご質問・ご要望等ございましたら、遠慮なく

お問い合わせ下さい。 

                   公認会計士・税理士・AFP・IT コーディネータ         中村   元彦 

公認会計士・税理士・AFP・社会保険労務士 中村友理香 

                             ご挨拶 

ハイライト: 

・平成27年度税制改正大綱〈個人課税関係〉のﾎﾟｲﾝﾄを解説します！ 

・ふるさと納税の寄附金控除の上限がこれまでの2倍になります！ 
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ふるさと納税の拡充 
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 平成27年度税制改正大綱のポイント ＜個人課税関係＞ 

  平成26年1月14日、平成27年度税制改正大綱が閣議決定されました。個人への課税関係では、高年者層

から若年層への資産の早期移転を促す制度の創設など、経済好循環に向けた税制措置が盛り込まれてい

ます。その中から、贈与税の非課税措置に関する内容を主に解説いたします。 

☆住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置の延長・拡充 (^_^)            

  祖父母や両親の資産を子・孫世代へ早期に移転すること、及び消費税10%への引上げ前後における需要

の平均化を図るため、住宅取得資金に係る贈与税の非課税措置が延長・拡充されます。 

適用期限を平成 31年6月30日まで延長した上で、非課税枠が最大3,000万円まで拡充されます。 

※消費税10%への引上げ時期は、平成27年10月1日から平成29年4月1日へと変更予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税理士法人 舞 
中村公認会計士事務所 

たっくすニュースフラッシュ 

２０１５年３月 

春号 第６１号 

（個人様向け） 

税務をみなさまの身近な存在に 

H26 H27 H31 H30 H29 

1,500万円 
1,200万円 1,200万円 

1,000万円 

H28 

1月～12月 1月～9月 10月～9月 10月～9月 

1,500万円まで

1,200万円まで 

非
課
税
枠 

住宅取得に関する契約期間 

経過措置※終了（H28.9月） 消費税増税 10% （H29.4月～） 

非課税枠
の上乗せ 

3,000万円まで 

 改正前   改正案 （H27年～H31年6月末） 

 
消費税10%で

住宅購入の

契約をした場

合、非課税枠

が上乗せに

なります。 

※経過措置： 

H28年9月末までに、 

契約を締結すれば、

引渡しがH29年4月を

過ぎても旧税率(8%)

が適用されます。 

＋1,800万円 

＋ 5 0 0 万 円 
＋ 4 0 0 万 円 

1,000万円 1,000万円 80 0万円 

10月～6月 



☆結婚・子育て資金の一括贈与に係る非課税措置の創設 (^_^) 

  祖父母や両親が、平成 27年4月1日から平成31年3月31日までの期間に、20歳以上50歳未満の子や孫

の名義の口座を金融機関に開設して結婚・子育て資金を一括贈与した場合、1,000万円までが非課税とな

ります（使途が結婚関係のものは300万円までです。）。 口座を開設した金融機関へ領収書等を提出し支

出内容が該当するかを金融機関が確認します。なお、受贈者である子や孫が50歳に達する日に口座は終

了し、使い残しに対して贈与税が課税されます。また、贈与者である祖父母や両親が死亡した場合、その

時点の残高は相続財産に加算されます。平成25年4月1日から開始された『教育資金一括贈与に係る非課

税措置(※1）』の制度に類似していますが、対象が「結婚・子育て」に必要な資金に限られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆教育資金一括贈与に係る非課税措置の延長 (^_^)   (※1) 

  平成25年4月1日から開始された『教育資金一括贈与に係る非課税措置』は、子や孫（30歳未満）へ「教

育資金目的」で一括贈与した場合、受贈者一人あたり1,500万円まで非課税となる制度です。平成27年12

月31日で終了する予定でしたが、平成31年3月31日まで延長されます。また、教育資金の使途の範囲が広

がり「通学定期券代・留学渡航費等」が追加されます。少額の支払については、領

収書に代えて支払い金額を記載した書類の提出が認められる予定です。子や孫が

30歳に達する日に口座は終了し、使い残しに対して贈与税が課税されます。 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞもご覧下さい。お役立ち情報を更新しています！ 

Http://homepage2.nifty.com/my-naka/ 

＊記載中の内容についてご質問がある場合にはお気軽にお問い合わせください。 

税理士法人 舞 
中村公認会計士事務所 

（東京事務所） 

港区南青山 2-2-15-1025 

電話   ０３－３７４６－１７５０ 

（埼玉事務所） 

さいたま市浦和区岸町7-1-4 

細田屋ﾋﾞﾙ  

電話    ０４８－８１６－６１８０ 

Fax      ０４８－８３４－１５９４ 

 nakamura-cpa@jcom.home.ne.jp 

新設！  

 ふるさと納税の拡充 (^_^) 

☆寄附金控除の上限が２倍に！申告手続も簡素化されます！  

   平成20年から開始された「ふるさと納税」は、任意の地方自治体へ寄附

することにより、高価な特産品の特典が受けられる等で話題の制度です。 

 寄附金のうち2,000円を超える部分は、一定の上限まで、原則として所得

税や個人住民税から控除されます。その上限額が平成27年4月以後に行

われる寄附から２倍になります。  

  また、確定申告を行わない給与所得者等に対し、「寄附先の自治体」が

本人に代わって控除手続きを行ってくれる「ふるさと納税ワンストップ特例」

が創設されます。 この特例は、平成27年4月1日以後の寄附から適用さ

れ、1月1日～3月31日にふるさと納税を行った場合や、6 ヶ所以上の自治

体へ寄附を行った場合等は自分自身で確定申告が必要です。 

口座等 
開設し 
預入 

 
一括贈与 

結婚関係 
資金 

出産関係 
資金 

育児関係 
資金 

（結婚） （妊娠・出産） （子育て） （50歳到達時） 
金融機関 

祖
父
母
・親 

子・孫 結婚・子育てに必要な資金に限って払出し可能 ･挙式費用 
･新居の住居費 
・引越費用 
・不妊治療費 
・出産費用 
・産後ケア費用 
・子の医療費 
・子の保育費 
 (ﾍﾞﾋﾞｰｼｯﾀｰ費含む) 

使い残しに対して

贈与税課税 

贈与者死亡時の残高

は、相続税に加算 

mailto:nakamura-cpa@jcom.home.ne.jp

